農地集積支援事業補助金交付基準

（趣旨）

第１条　この基準は、豊田市農業振興対策３類補助金交付要綱（以下、「要綱」という。）に基づく農地集積支援事業の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象者）

第２条　補助金の交付の対象となる者は、市内に農地を所有する土地所有者とする。

　（補助対象）
第３条　要綱第３条に規定する補助事業の目的を達成するために市長が必要と認める経費は、市内において担い手への農地の集積及び集約を目的に畦畔を除去する事業（当該除去後の１区画の面積が概ね３０ａ以上となるものに限る。ただし、認定農業者等が耕作する土地についてはこの限りではない。）とする。

（補助金の額）

第４条　要綱第３条に規定する補助金の額は、除去する畦畔１本につき、その畦畔に直接接する農地の土地所有者１名あたり定額３万円とする。（当該土地が共有名義の場合は、代表者1名に補助金を交付するものとする。）ただし、土地の所有者又は同一世帯員が自ら耕作する農地間の畦畔を除去する場合は、交付対象としない。　
（交付の申請）

第５条　補助金の交付を受けようとするものは、要綱第４条第１項に規定する補助金交付申請書に次に掲げる書類を添付して提出するものとする。ただし、要綱第４条第１項に規定する収支予算書／収支決算書の提出は要しない。
（１）事業計画書（交付基準様式第１号）
（２）除去する畦畔の写真
（３）除去する畦畔の箇所を色塗りした図面

（４）農地基本台帳の写し
（着手の報告）

第6条　要綱第９条に規定する着手届の提出は要しない。

（実績報告）

第7条　補助金の交付決定を受けた事業を完了したときは、要綱第１１条に規定する実績報告書に次に掲げる書類を添えて提出するものとする。ただし、要綱第１１条に規定する収支予算書／収支決算書の提出は要しない。
（１）事業報告書（交付基準様式第１号）
（２）畦畔を除去した場所の写真

附　則
（施行期日）

　この基準は、令和６年４月１日から適用する。

